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令和元年度事業報告書 

 

 

 令和元年度における本協会の事業概要を次のとおり報告する。 

 

１ 諸会議の開催状況 

（1）総会 

   令和元年 6月11日       令和元年度第1回通常総会 

   令和元年11月 8日     令和元年度第2回通常総会 

令和元年12月20日-23日     書面審議（「2020年度以降の国立大学の入学者選抜制度-

国立大学協会の基本方針-」等の運用停止について(案)） 

令和 2年 1月29日     令和元年度第3回通常総会 

令和 2年 2月 6日-12日   書面審議（「国立大学の2021年度入学者選抜についての実

施要領」の一部改訂（案）について） 

令和 2年 3月 4日     令和元年度第4回通常総会 

 

（2）理事会、常任理事会及び政策会議 

理事会 

平成31年 4月19日     平成31年度第1回 

令和元年 5月17日     令和元年度第2回 

令和元年 7月 5日     令和元年度第3回 

令和元年10月18日     令和元年度第4回 

令和元年12月13日       令和元年度第5回 

令和 2年 2月14日     令和元年度第6回 

 

常任理事会 

令和元年12月20日          書面審議（「2020年度以降の国立大学の入学者選抜制度-

国立大学協会の基本方針-」等の運用停止について(案)）  

令和 2年 2月 6日          審議（「国立大学の2021年度入学者選抜についての実施要

領」の一部改訂（案）について）    

 

政策会議 

平成31年 4月19日     平成31年度第1回 

令和元年 5月17日     令和元年度第2回 

令和元年 7月 5日     令和元年度第3回 

令和元年10月18日     令和元年度第4回 

令和元年12月13日     令和元年度第5回 

令和 2年 2月14日     令和元年度第6回 
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（3）各委員会等（専門委員会、小委員会、ワーキンググループ等を含む。） 

入試委員会 

平成31年 4月17日     平成31年度第1回 

令和元年 5月16日-23日    書面審議（「2020年度国立大学追加合格者決定業務に係る

入学手続状況に関する情報交換事務取扱要領（案）」につ

いて） 

令和元年 6月 5日- 7日    書面審議（「2020年度国立大学入学者選抜についての各大

学における入試上の留意点（案）」について） 

令和元年 6月24日-27日   書面審議（入試委員会の新体制について） 

令和元年11月 5日- 6日    書面審議（「2020年度以降の国立大学の入学選抜制度-国立

大学協会の基本方針-」等の英語認定試験の適用延期につ

いて） 

令和元年12月19日         令和元年度第2回  

令和 2年 1月22日-31日    書面審議（「令和2（2020）年度入試委員会活動計画(案)」

について）  

令和 2年 1月31日- 2月4日  書面審議（「国立大学の2021年度入学者選抜についての実

施要領」の一部改訂（案）について） 

 

教育・研究委員会 

平成31年 4月12日     教育・学生小委員会（平成31年度第1回） 

   令和元年 6月 7日      男女共同参画小委員会（2019年度第1回）  

令和元年 6月27日-28日    書面審議（教育・研究委員会の新体制について） 

令和元年10月29日-11月5日 書面審議（「国立大学における教育の国際化の更なる推進

について」第7回フォローアップ調査について 

令和元年11月 5日       男女共同参画小委員会（2019年度第2回） 

令和元年11月19日-26日  国立大学における男女共同参画推進の実施に関する第16

回追跡調査結果及び報告書について 

令和 2年 1月14日          教育・学生小委員会（令和元年度第2回）       

令和 2年 1月23日          研究小委員会（令和元年度第1回）       

令和 2年 2月14日          教育・研究委員会（令和元年度第1回） 

令和 2年 2月21日-27日  書面審議（動物の愛護及び管理に関する法律にかかるパ

ブリックコメントへの意見提出について） 

 令和 2年 3月23日   男女共同参画小委員会専門委員会（2019年度第1回） 

 

大学評価委員会 

平成31年 4月 9日          国立大学法人の教育・研究に関する評価指標等検討WG（第

1回）    

    平成31年 4月12日          国立大学法人における教育・研究の成果に係る評価検討 

会（第4回）   

   平成31年 4月24日     国立大学法人の教育・研究に関する評価指標等検討WG（第

2回） 

   令和元年 5月14日          国立大学法人における教育・研究の成果に係る評価検討

会（第5回） 
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   令和元年 6月12日      国立大学法人における教育・研究の成果に係る評価検討

会（第6回）        

令和元年 6月20日-24日    書面審議（大学評価委員会の専門委員及び関連委員会へ

の委員推薦について） 

      令和元年 6月25日          国立大学法人における教育・研究の成果に係る評価検討

会（第7回） 

令和元年 8月 9日-20日     書面審議（「第4期中期目標期間に向けた国立大学法人の

評価の在り方等」について）     

令和元年 8月27日          国立大学法人における教育・研究成果に係る評価検討会

（第8回）  

令和元年 9月24日         国立大学法人における教育・研究成果に係る評価検討会

（第9回） 

令和 2年 2月 5日-10日     書面審議（令和2年度（2020年度）事業計画について） 

令和 2年 3月 5日     国立大学法人における教育・研究成果に係る評価検討会

（第10回）  

 

国際交流委員会 

 令和元年 6月24日-27日     書面審議（国際交流委員会専門委員の選考及び関連委員

会への委員等の推薦について） 

令和元年10月18日          令和元年度第1回 

令和 2年 2月10日          令和元年度第2回 

 

経営委員会 

 平成31年 4月 4日     国立大学法人におけるコストの見える化検討会（第2回） 

   令和元年 6月25日-27日    書面審議（経営委員会の新体制について） 

令和元年 7月22日-25日     人事労務小委員会書面審議（障害者雇用及び高年齢者雇

用に関するアンケートの実施について）     

令和元年 7月22日-25日     病院経営小委員会書面審議（国立大学附属病院の経営問

題に関する第16次アンケート調査及び国立大学附属病院

の勤務状況に関するアンケート調査について）     

令和元年 9月25日          令和元年人事院勧告に伴う参考給与表等の提供  

令和元年12月10日-13日     書面審議（令和元年度人件費等に関する調査について）     

令和元年12月13日          国立大学法人におけるコストの見える化検討会（第3回）  

令和 2年 1月30日          病院経営小委員会（第1回）     

令和 2年 2月 5日          懇談会・人事労務小委員会（第1回）・財務・施設小委員

会（第1回）       

令和 2年1月29日-2月6日    国立大学法人におけるコストの見える化検討会（第4回）

書面審議（「国立大学法人におけるコストの「見える化」

検討について（中間まとめ）」（案）について）     

令和 2年2月6日-10日     書面審議（「国立大学法人におけるコストの「見える化」

検討について（中間まとめ）」（案）について）       

令和 2年2月6日-10日      書面審議（令和２年度経営委員会事業計画について） 
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広報委員会 

平成31年 4月 9日-19日     書面審議 

令和元年 6月 5日       令和元年度第1回 

令和元年 6月21日-26日    書面審議 

   令和元年 8月28日     令和元年度第2回 

   令和元年12月 4日     令和元年度第3回 

令和 2年 1月29日-31日   書面審議 

    令和 2年 3月 4日     令和元年度第4回 

 

事業実施委員会 

令和元年 6月 4日          国立大学協会70周年記念誌編纂小委員会（第2回）  

令和元年 6月 5日          ユニバーシティ・デザイン・ワークショップ（UDWS） 

ファシリテーター会議（第1回）  

令和元年 6月18日-21日     書面審議（事業実施委員会の新体制について） 

令和元年 6月26日-28日   国立大学協会70周年記念行事準備委員会（書面審議）（国

立大学協会70周年記念誌編纂小委員会の委員の一部変更

について） 

令和元年 8月 6日- 9日    国立大学協会70周年記念行事準備委員会（書面審議）（国

立大学協会70周年記念誌編纂小委員会の委員の追加につ

いて） 

令和元年10月25日-29日     書面審議（2020年度国立大学法人総合損害保険の基本方

針（案）について）  

令和元年11月28日          国立大学協会70周年記念誌編纂小委員会（第3回） 

令和元年12月11日-16日     国立大学協会70周年記念行事準備委員会（書面審議）（国

立大学協会70周年記念誌の編集方針（修正案）について）  

令和元年12月25日          第1回  

令和元年12月25日          国立大学協会70周年記念行事準備委員会（第2回）  

令和 2年 1月27日          国立大学協会70周年記念行事準備委員会（書面審議） 

（国立大学協会70周年記念誌編纂小委員会の委員の追加 

について） 

令和 2年 2月21日          ユニバーシティ・デザイン・ワークショップ（UDWS） 

ファシリテーター会議（第2回） 

令和 2年 3月19日-25日   書面審議（国立大学協会70周年記念行事準備委員会のア

ドバイザーの追加について） 

令和 2年 3月19日-25日   国立大学協会70周年記念行事準備委員会（書面審議）（国

立大学協会70周年記念誌編纂小委員会の委員長の指名及

びアドバイザー追加について） 

 

国立大学法人総合損害保険運営委員会 

令和元年 8月 1日          令和元年度第1回 

令和元年 9月25日-10月 4日 書面審議 
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適格性審査会 

令和元年 6月25日-27日     書面審議      

令和元年 6月27日-28日     書面審議 

令和元年10月15日-23日     書面審議      

令和元年10月21日-25日     書面審議      

令和元年11月20日-25日     書面審議 

令和元年12月18日        

令和 2年 1月23日-27日     書面審議 

令和 2年 2月18日-19日   書面審議 

令和 2年 2月25日-26日   書面審議 

令和 2年 3月3日-10日   書面審議 

令和 2年 3月6日-12日   書面審議 

 

調査企画会議 

なし 

 

政策研究所 

    平成31年 4月25日-5月9日   書面審議（客員研究員及び高等教育に関する基礎データ

等の調査研究グループ委員の委嘱について） 

令和元年10月21日-31日     書面審議（国立大学協会 政策研究所高等教育に関する基 

礎データ等の調査研究グループ委員の委嘱について） 

令和 2年 1月28日-2月3日   書面審議（国立大学協会 政策研究所高等教育に関する基 

礎データ等の調査研究グループ委員の委嘱について）            

令和 2年 2月 7日          政策研究所運営委員会（第1回）  

令和 2年 2月 7日          政策研究所運営委員会・高等教育に関する基礎データ等 

の調査 研究グループ合同研究会（第5回）  

 

 

   会費・予算等の在り方に関するワーキンググループ 

なし 

 

会長選考等の在り方に関するワーキンググループ 

なし 

 

高等教育における国立大学の将来像に関するワーキンググループ 

なし 

 

国立大学法人のガバナンスに関する調査研究ワーキンググループ 

なし 

 

本格的な産学官連携による共同研究推進に関するワーキンググループ 

なし 
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国立大学の教育研究活性化を促進する人事給与マネジメント改革ワーキンググループ 

 なし 

 

地域と国の発展を支え世界をリードする国立大学の機能強化を促進するガバナンス制度改革ワーキンググループ 

平成31年 4月23日     第 7回 

令和元年 7月10日     第 8回 

    令和元年 9月18日     第 9回 

令和元年10月30日     第10回 

    令和元年11月19日     第11回 

令和 2年 1月20日     第12回 

令和 2年 2月18日     第13回 

令和 2年 3月31日          「国立大学法人ガバナンス・コード」公表 

 

地方活性化に向けて国立大学群が目指すべき教育研究に関する検討ワーキンググループ  

令和元年 7月26日  第1回 

       令和元年 8月 5日  教員養成系分科会（第1回）      

令和元年 8月19日  教員養成系分科会（第2回）      

令和元年 7月26日  理工学・情報科学系分科会（第1回）      

令和元年 8月 9日  理工学・情報科学系分科会（第2回）      

令和元年 8月20日  理工学・情報科学系分科会（第3回）      

令和元年 8月 7日  医療・保健学系分科会（第1回）      

令和元年 8月16日  医療・保健学系分科会（第2回）      

令和元年 8月20日  人文科学・社会科学系分科会（第1回）     

令和元年 9月30日  第2回 

 

（4）その他の会議等 

令和元年 9月 4日     国立大学法人等広報担当者勉強会 

令和元年10月18日     記者・論説委員等との懇談会 

 

 

２ 役員等の人事 

（1）理事、監事及び会長補佐の異動状況 

〔別紙１のとおり〕 

 

（2）委員会委員の異動状況 

〔別紙２のとおり〕 

 

（3）各国立大学法人からの出向職員を中心とする事務局体制 

〔別紙３のとおり〕 
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３ 事業の執行状況 

（1） 意見、提言、要望書等の提出、面談等 

令和元年 6月18日 国公立大学振興議員連盟総会（第15回） 

令和元年 6月18日 国公立大学振興議員連盟 令和二年度予算及び令和元年度補正予 

算における国公立大学法人関係予算の拡充等に関する決議（白須 

賀文部科学大臣政務官）〔別添１〕 

令和元年 9月 4日 予算・税制改正要望書提出（柴山文部科学大臣ほか文部科学省政 

務三役、文部科学省幹部、国公立大学振興議員連盟執行部・加盟 

議員）〔別添２〕 

令和元年10月21日 予算・税制改正要望書提出（萩生田文部科学大臣ほか文部科学省 

政務三役）〔別添３〕 

令和元年11月15日 国公立大学振興議員連盟 令和二年度予算及び令和元年度補正予

算における国公立大学法人関係予算の拡充等に関する会長声明

（麻生財務大臣）〔別添４〕 

令和元年11月27日 国公立大学振興議員連盟総会（第16回） 

令和元年11月27日 国公立大学振興議員連盟 令和二年度予算及び令和元年度補正予

算における国公立大学法人関係予算の拡充等に関する決議（阪田

財務省主計局次長）〔別添５〕 

 

 

（2）各会員への通知等 

・「国立大学の2021年度入学者選抜についての実施要領」について（通知） 

（令和元年 6月12日付 国立大学長宛（大学院大学を除く） 入試委員会委員長） 

・「2020年度国立大学入学者選抜についての各大学における入試業務上の留意点」につ

いて（通知） 

（令和元年6月13日付 国立大学長宛（大学院大学を除く） 入試委員会委員長） 

・「2020年度国立大学追加合格者決定業務に係る入学手続状況に関する情報交換事務取

扱要領」について（通知） 

（令和元年7月11日付 国立大学長宛（大学院大学を除く） 入試委員会委員長） 

・2020年度国立大学法人総合損害保険の基本方針について（通知） 

（令和元年10月30日付 国立大学長、大学共同利用機関長宛 事業実施委員会委員長） 

・「2020年度以降の国立大学の入学者選抜制度－国立大学協会の基本方針－」等の英語

認定試験に係る記述部分の運用停止について（通知） 

（令和元年11月11日付 入試担当理事、入試担当部課長宛  国立大学協会事務局長） 

・「2020年度以降の国立大学の入学者選抜制度－国立大学協会の基本方針－」の記述式

問題に係る記述部分の運用停止について（通知） 

（令和元年12月24日付 国立大学長宛  国立大学協会事務局長） 

・「国立大学の2021年度入学者選抜についての実施要領」の改訂について（通知） 

（令和2年2月12日付 国立大学長宛（大学院大学を除く） 入試委員会委員長） 

・新型コロナウイルスに関連した感染症に関する対応について 

（令和2年2月17日付 学生宛 会長） 

・新型コロナウイルスに関する対応について 

（令和2年3月 5日付 学生宛 会長） 
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・新型コロナウイルスの対応について（依頼） 

 （令和2年3月24日付 国立大学長宛 会長） 

 

 

（3）広報活動  

・一般社団法人国立大学協会概要2019（和文・英文）の刊行 

・一般社団法人国立大学協会会員名簿’19の刊行 

・広報誌（国立大学）の刊行（第53号～56号、別冊第17号） 

・ホームページの改善、掲載内容の随時更新（一般向け、会員向け） 

・国立大学法人等職員統一採用試験に関する広報 

 

（4）研修事業等の実施 

 

研   修   名 実 施 日 対 象 者 人数 

国立大学法人新任学長（就任予定者）セミナー 令和 2年 2月18日 
新任及び就任予定の

学長 
18 

国立大学法人トップセミナー 
令和元年 8月22日 

～8月23日 
学長、機構長 62 

ユニバーシティ・デザイン・ワークショップ（UDWS） 
令和元年 8月30日

～ 9月 1日 

役員（学長以外）、 

副学長、事務局長、副

理事、学長補佐、 

部局長・副部局長等 

51 

大学マネジメントセミナー 

（大学教員の働き方） 
令和元年11月21日 

役員（学長を含む）、

副学長、部局長、事務

代表者等 

112 

国立大学法人等 

担当理事連絡会議 

【働き方改革】 令和元年 6月 6日 
理事・副学長等（人事

担当） 
124 

【「財務」を大学経営に活か

す】 
令和元年10月16日 

理事・副学長等（人事

担当） 
84 

新規理事・事務局長就任予定者研修会 令和 2年 3月13日 
新規理事・事務局長 

就任予定者 
18 

国立大学法人等部課長級研修 
令和元年 7月22日

～ 7月23日 
部長級・課長級職員 137 

国立大学法人等若手職員勉強会 
令和元年12月 2日

～12月 3日 
若手事務職員 117 

国立大学法人総合損害保険研修会 令和元年 7月11日 保険実務担当者 115 
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事  業  等  名 実 施 日 人数 

第18回大学改革シンポジウム 

（社会変革を担う人を育てる大学教育） 
令和元年11月 1日 120 

大
学
改
革
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム 

＜福島大学＞ 

福島大学研究・地域連携成果報告会 

－地域の願い それが大学の研究となる－ 

令和元年12月14日 184 

＜お茶の水女子大学＞ 

女性活躍推進のために国立大学ができること 
令和 2年 1月23日 65 

＜名古屋大学 フューチャー・アース研究センター＞ 

木曽三川流域圏の未来 

－岐阜大学・名古屋大学連携研究への期待－ 

令和元年12月 8日 146 

＜愛知教育大学＞ 

教員養成の未来像を語る 

－ＡＩ時代を見据えた課題と展望－ 

令和元年12月 1日 88 

＜三重大学＞ 

持続可能な（サスティナブルな）三重・世界の創生につなぐSDGs・

ESD教育の開発と展開 

令和 2年 2月12日 92 

＜香川大学＞ 

「地域で育む小児生活習慣病予防健診 」 

－成育医療の地域ネットワークを産官学一体で構築する－ 

令和元年12月 7日 67 

＜九州大学＞ 

持続可能な地域に資する政策デザインの実践 

〜新しい社会のかたち〜 

令和元年11月16日 255 

防
災
・
日
本
再
生
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム 

＜宮城教育大学＞ 

広域連携型国立教育大学による被災地と未災地との協働防災人材育

成ー国内外の現状を踏まえて 

令和元年11月10日 135 

＜福井大学＞ 

日本一の原子力立地県福井県における防災危機管理Ⅷ  

「近年の地震・津波災害を教訓として」 

令和元年11月16日 109 

＜神戸大学＞ 

震災復興支援・災害科学研究推進室第８回シンポジウム 
令和 2年 1月22日 173 

＜和歌山大学＞ 

紀伊半島電網化(IoT) 

～少子高齢化 / 人口減少に対応した国土保全～ 

令和元年11月30日 88 

＜高知大学＞ 

高知大学防災推進センターシンポジウム 

「災害に立ち向かう新たな技術の動向－高知大学の取組－」  

令和 2年 1月11日 69 

＜熊本大学＞ 

地域防災セミナー  
令和元年12月 5日 342 

＜鹿児島大学＞ 

地震火山災害の軽減に貢献する鹿児島大学の観測調査研究  
令和元年11月 9日 122 

国
際
交
流
事
業 

USJP-HEES Advisory Board Meeting（第1回） 令和元年5月31日 9 

日英交流事業（UK-Japan University Dialogue 2019） 
令和元年6月12日

～14日 
50 

The 1st SEAMEO RIHED-JANU Seminar and Study Visit to Japan 
令和元年6月23日

～29日 
12 
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日豪大学シンポジウム（Japan-Australia University Dialogue 2019) 
令和元年10月9日

～10日 
67 

USJP-HEES Advisory Board Meeting（第2回） 令和2年1月22日 11 

国立大学フェスタ 2019 
実施期間：令和元年 10月 1 日～11 月 30 日（主たる期間） 

イベント実施件数：508 件 

 

 

（5）国立大学法人総合損害保険の運営 

（平成31年度加入状況） 

メニュー1（財産保険）（総合賠償責任保険）（労働災害総合保険）（費用利益保険） 

90機関 

メニュー2（診療所賠償責任保険）                                85機関 

メニュー3（傷害保険（役員））                                    90機関 

メニュー4（ヨット・モーターボート総合保険）               56機関 

 

 

４ 支部活動の状況 

 （1）支部会議の開催 

 

支 部 名 開 催 日 備  考 

北海道地区 
平成31年 4月26日 

令和元年10月30日 

 

東北地区 

令和元年 5月31日 

令和元年11月 1日 

令和 2年 3月 2日 

 

東京地区 

令和元年 5月 7日 

令和元年10月28日 

令和 2年 2月27日 

 

関東・甲信越地区 

令和元年 5月14日 

令和元年10月11日 

令和 2年 2月 4日 

 

東海・北陸地区 

令和元年 5月29日 

令和元年 9月 6日 

令和 2年 2月17日 

 

近畿地区 

令和元年 5月10日 

令和元年 9月20日 

令和 2年 1月22日 
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中国・四国地区 

令和元年 5月30日 

令和元年10月31日 

令和 2年 2月13日 

 

九州地区 

令和元年 5月 7日 

令和元年 9月 3日 

令和 2年 2月12日 

 

 

（2） その他の事業 

各支部会議が主催する研修事業、情報交換会等が実施された。 

 

 

５ その他の活動  

（1）関係団体等の諸会合への参加 

ア 就職関係 

平成31年 4月 4日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 今後の採用とインターンシップのあり方に関する分科会（第3回） 

平成31年 4月 4日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 地域活性化人材育成分科会（第3回）  

平成31年 4月 9日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 Society5.0人材育成分科会（第3回）  

平成31年 4月22日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会（第2回） 

令和元年 5月22日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 今後の採用とインターンシップのあり方に関する分科会（第4回）  

令和元年 5月27日 就職問題懇談会（第1回） 

令和元年 5月28日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 Society5.0人材育成分科会（第4回）  

令和元年 6月 3日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 地域活性化人材育成分科会（第4回）  

令和元年 6月 5日 自民党文部科学部会における産学協議会に関する意見交換 

令和元年 6月24日 就職問題懇談会（第2回） 

令和元年 8月 7日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 社会人リカレント教育活性化タスクフォース（第1回）  

令和元年 8月21日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 Society 5.0時代のPBL型教育促進タスクフォース（第1回）  

令和元年 8月26日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 キャリア教育／インターンシップ・プログラム開発タスクフォース（第1回） 

令和元年 8月27日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 採用形態の変化への対応検討タスクフォース（第1回）  

令和元年 9月25日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 キャリア教育／インターンシップ・プログラム開発タスクフォース（第2回） 

令和元年 9月27日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 社会人リカレント教育活性化タスクフォース（第2回）  

令和元年10月 2日 就職問題懇談会（第3回） 

令和元年10月 2日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 採用形態の変化への対応検討タスクフォース（第2回）  

令和元年10月 3日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 Society 5.0時代のPBL型教育促進タスクフォース（第2回）  

令和元年10月24日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 今後の採用とインターンシップのあり方に関する分科会（第5回） 

令和元年10月29日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 Society5.0人材育成分科会（第5回） 

令和元年11月22日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 社会人リカレント教育活性化タスクフォース（第3回）  

令和元年12月10日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 Society5.0時代のPBL型教育促進タスクフォース（第3回） 

令和元年12月12日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会（第3回） 

令和 2年 1月16日 採 用 と 大 学 教 育 の 未 来 に 関 す る 産 学 協 議 会  今 後 の 採 用 と イ ン タ ー ン シ ッ プ の あ り 方 に 関 す る 分科会 （ 第 6回 ） 

令和 2年 1月17日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 Society5.0人材育成分科会（第6回） 

令和 2年 1月27日 就職問題懇談会（第4回） 

令和 2年 2月 5日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 地域活性化人材育成分科会（第5回） 
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令和 2年 3月19日 「学修経験時間の尊重に向けたインターンシップの取り組みについて」の共同声明 

令和 2年 3月31日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 第4回会合 

       令和 2年 3月31日 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 報告書  

『Society 5.0に向けた大学教育と採用に関する考え方』公表 

 

 

イ 国際関係 

・ＪＡＣＵＩＥ（国公私立大学団体国際交流担当委員長協議会）関係 

 令和元年 7月23日-31日  ＪＡＣＵＩＥ座長の選出について（書面審議） 

 

・ＵＭＡＰ（アジア太平洋大学交流機構）関係 

令和元年 5月17日 2019年第1回UMAP国際理事会 

令和元年 6月12日 2019年第1回UMAP国際事務局運営委員会 

 令和元年 7月25日 UMAP日本国内委員会ＷＧ（第1回） 

    令和元年11月 7日 UMAP日本国内委員会（第1回） 

    令和元年11月14日 2019年第2回UMAP国際理事会 

    令和 2年 1月27日 UMAP日本国内委員会ＷＧ（第2回） 

    令和 2年 2月10日 2019年第2回UMAP国際事務局運営委員会 

    令和 2年 2月10日 UMAP日本国内委員会（第2回） 

 

・その他 

令和元年7月3日-5日 BUILA Annual Conference 2019 

令和元年 8月27日 日本留学試験実施委員会 日本留学試験の今後の在り方に関する検討ワーキンググループ（第4回） 

令和元年10月10日 日本留学試験実施委員会（第1回） 

令和元年10月31日 日本留学試験実施委員会 日本留学試験の今後の在り方に関する検討ワーキンググループ（第5回） 

 

ウ その他 

平成31年 4月17日 男女共同参画推進連携会議「次世代の働きかけ」チーム会合（第4回） 

令和元年 5月17日 大学機関別認証評価委員会（第1回） 

令和元年 6月 7日 著作物の教育利用に関する関係者フォーラム（第1回） 

令和元年 8月 8日 著作物の教育利用に関する関係者フォーラム（第2回） 

令和元年 9月18日-27日 大学機関別認証評価委員会（第2回・書面審議） 

令和元年 9月24日 大学ポートレート運営会議（第11回） 

令和元年10月28日 男女共同参画推進連携会議 全体会議（第38回） 

令和元年10月29日 著作物の教育利用に関する関係者フォーラム（第3回） 

令和元年11月26日 著作物の教育利用に関する関係者フォーラム（第4回） 

令和元年12月17日 著作物の教育利用に関する関係者フォーラム（第5回） 

令和 2年 1月15日 大学入試のあり方に関する検討会議（第1回） 

令和 2年 1月16日 著作物の教育利用に関する関係者フォーラム（第6回） 

令和 2年 1月22日 大学機関別認証評価委員会（第3回） 

令和 2年 1月29日 大学ポートレート運営会議（第12回） 

令和 2年 2月 7日 大学入試のあり方に関する検討会議（第2回） 

令和 2年 2月13日 大学入試のあり方に関する検討会議（第3回） 
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令和 2年 2月19日 著作物の教育利用に関する関係者フォーラム（第7回） 

令和 2年 3月19日 大学入試のあり方に関する検討会議（第4回） 

令和 2年 3月19日 大学入学者選抜における多面的な評価の在り方に関する協力者会議（第1回）  

令和 2年 3月16日-24日 著作物の教育利用に関する関係者フォーラム（第8回・書面開催） 

 

(2) 報告書等の刊行等 

・一般社団法人国立大学協会概要2019（和文・英文） 

・国立大学協会 概要'19（会員名簿） 

・広報誌「国立大学」第53号～56号、別冊第17号 

・令和元年 7月 冊子「国立大学法人職員必携」（令和元年版） 

・2019年 国立大学法人 基礎資料集（本編・会員限定） 

・国立大学における男女共同参画推進の実施に関する第16回追跡調査報告書 

・「国立大学における教育の国際化の更なる推進について」第7回フォローアップ調査

結果 

 

（3）要望書等の受理 

   令和元年 6月 4日 「公正な入学者選抜」の実施について 

令和元年 7月24日 産業教育の振興に関する要望書（専門高校の充実に関する要望書） 

令和元年 7月24日 専門高校生徒の進学機会の拡大等に関する要望書 

令和元年 9月26日 要望書（英語民間試験について） 

令和元年10月 1日 家庭に関する学科等で学ぶ生徒の進学機会の拡大等についての要望書 

令和元年10月 4日 ２０２０年度以降の国立大学入学者一般選抜制度についての国立大学協会の基本方針およびガイドライン撤回を求める要望書 

令和元年10月17日 国立大学病院に勤務する臨床系教員の研究時間の確保に係る要望について  

令和元年10月30日 第61回全国産業教育振興大会（新潟大会）における大会決議について 

     令和元年11月13日 大学入試における英語民間試験の活用の在り方について（要望） 

令和元年12月19日 新修学支援制度と学費値上げによる学生の負担増への是正について（要望） 

 

(4) 外国からの訪問者（団体）対応 

令和元年 5月29日 イル=ドゥ=フランス地域大学区長ら来訪 

令和元年 6月21日 駐日コロンビア大使館全権公使来訪 

令和元年 7月26日 ベトナム教育省一行来訪 

令和元年 8月16日 台北駐日経済文化代表処教育部長ら来訪 

令和元年 9月 4日 台湾教育部処長ら来訪 

令和元年10月 3日 台湾大学評価協会来訪  

令和 2年 1月30日 フランス大使館大学交流担当官ら来訪 
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６ 後援名義等の使用許可の状況 

 

事  業  名  称 許 可 期 間 申請団体等 

後 
 

援 

学術フォーラム 

「危機に瀕する学術情報の現状とその将来Part2」 
平成31年 4月19日 日本学術会議 

第4回 日本南アフリカ大学フォーラム 

（SAJUフォーラム） 

令和元年 5月23日～ 

 5月24日 

国立大学法人東京外

国語大学 

令和元年度 

全国大学入学者選抜研究連絡協議会大会（第14回） 

令和元年 5月23日～ 

5月25日 
大学入試センター 

公開シンポジウム 

「研究評価の客観化と多様化をめざして―分野別

研究評価の現状と課題」 

令和元年 5月24日 日本学術会議 

これからの大学を支える若手職員研究会 
令和元年 6月14日～ 

6月15日 

特定非営利活動法人

学生文化創造 

日ペルー交流年記念 日秘大学学長会議 令和元年 8月23日 
国立大学法人筑波大

学 

学生支援相談に関する基礎研修講座 
令和元年 8月29日～ 

8月30日 

特定非営利活動法人

学生文化創造 

スチューデントコンサルタント認定試験 令和元年 8月31日 
特定非営利活動法人

学生文化創造 

第16回 

全国大学コンソーシアム研究交流フォーラム 

令和元年 8月31日～ 

9月 1日 

全国大学コンソーシ

アム協議会 

都立高等学校等生徒のための 

多摩地区国公立大学合同説明会2019 
令和元年10月 1日 

西部学校経営支援セ

ンター 

第17回男女共同参画学協会連絡会シンポジウム 令和元年10月12日 
男女共同参画学協会

連絡会 

文部科学省科学技術人材育成費補助事業 

「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ

（連携型）」第5回 2019年度合同シンポジウム 

令和元年10月15日 
国立大学法人東京医

科歯科大学 

RAINBOW CROSSING TOKYO 2019 令和元年10月19日 
特定非営利活動法人

ReBit 

UGSS2019 

（大学のグローバル戦略シンポジウム2019） 
令和元年11月15日 みずほ証券株式会社 

サイエンスアゴラ2019（年次総会） 
令和元年11月15日～

11月17日 

国立研究開発法人科

学技術振興機構 

グローバルサイエンスキャンパス 

令和元年度全国受講生研究発表会 

令和元年11月16日～

11月17日 

国立研究開発法人科

学技術振興機構 

第18回中国四国男女共同参画シンポジウム 令和元年11月18日 
国立大学法人島根大

学 
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７ 監事の監査、会計事務所の確認状況 

業務監査 

監事の、中井勝己福島大学長、蓼沼宏一一橋大学長、大野弘幸東京農工大学長が、

令和元事業年度に開催された各理事会に出席し、業務の執行状況を確認した。 

また、令和2年5月20日に令和元事業年度における事業報告書（案）に基づき、蓼沼

宏一一橋大学長、長谷部勇一横浜国立大学長が業務監査を実施した。 

 

 

会計監査 

出塚会計事務所による定期的な会計書類の確認等とともに、令和2年5月19日に令和

元事業年度における会計書類の確認が行われた。 

これに基づき、令和2年5月20日に令和元事業年度における会計監査を実施した。 

 

 

８ 登記・届出事項 

・東京法務局   変更登記（理事の変更） 

         （登記年月日：令和元年 5月13日） 

   変更登記（理事、代表理事及び監事の変更） 

         （登記年月日：令和元年 7月11日） 

 

第6回日中教育交流会 令和元年11月27日 （株）GES 

第8回 

全国学生英語プレゼンテーションコンテスト 
令和元年11月30日 学校法人佐野学園 

第11回ユネスコスクール全国大会  

持続可能な開発のための教育（ESD）研究大会 
令和元年11月30日 文部科学省 

学生と企業のための 

ダイバーシティシンポジウム2019 
令和元年12月18日 

国立大学法人岡山大

学 

2019年度 

「大学等における男女共同参画推進セミナー」 
令和元年12月20日 

独立行政法人国立女

性教育会館 

共
催 

なし   

協
賛 

なし   



 

一般社団法人 国立大学協会 

理事、監事及び会長補佐の異動状況（令和元年度） 

 

役  職 氏  名     （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

理 事 上 田 孝 典（福井大学長） 平成 31. 4. 1 就任 

理事（会長） 山 極 壽 一（京都大学長） 令和元．6．11 退任（会長） 

理事（副会長） 松 尾 清 一（名古屋大学長） 令和元．6．11 退任（副会長） 

理事（副会長） 永 田 恭 介（筑波大学長） 令和元．6．11 退任（副会長） 

理事（副会長） 岡   正 朗（山口大学長） 令和元．6．11 退任（副会長） 

理事（副会長） 室 伏 きみ子（お茶の水女子大学長） 令和元．6．11 退任（副会長） 

理事（常務理事） 木 谷 雅 人（国立大学協会事務局長） 令和元．6．11 退任（常務理事） 

理事（顧問） 五 神  真（東京大学長） 令和元．6．11 退任（顧問） 

理 事 名 和 豊 春（北海道大学長） 令和元．6．11 退任 

理 事 蛇 穴 治 夫（北海道教育大学長） 令和元．6．11 退任 

理 事 大 野 英 男（東北大学長） 令和元．6．11 退任 

理 事 岩 渕   明（岩手大学長） 令和元．6．11 退任 

理 事 髙 橋   姿（新潟大学長） 令和元．6．11 退任 

理 事 三 村 信 男（茨城大学長） 令和元．6．11 退任 

理 事 上 田 孝 典（福井大学長） 令和元．6．11 退任 

理 事 大 西  隆（豊橋技術科学大学長） 令和元．6．11 退任 

別紙１ 



 

役  職 氏  名     （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

理 事 西 尾 章治郎（大阪大学長） 令和元．6．11 退任 

理 事 武 田   廣（神戸大学長） 令和元．6．11 退任 

理 事 大 橋  裕 一（愛媛大学長） 令和元．6．11 退任 

理 事 原 田  信 志（熊本大学長） 令和元．6．11 退任 

監 事 中 井 勝 己（福島大学長） 令和元．6．11 退任 

会長補佐 出 口 利 定（東京学芸大学長）  令和元．6．11 退任 

会長補佐 田 中 明 彦（政策研究大学院大学長） 令和元．6．11 退任 

会長補佐 石 田 朋 靖（宇都宮大学長） 令和元．6．11 退任 

会長補佐 浅 野 哲 夫（北陸先端科学技術大学院大学長） 令和元．6．11 退任 

会長補佐 小 森 彰 夫（自然科学研究機構長） 令和元．6．11 退任 

理事（会長） 永 田 恭 介（筑波大学長） 令和元．6．11 就任（会長） 

理事（副会長） 西 尾 章治郎（大阪大学長） 令和元．6．11 就任（副会長） 

理事（副会長） 大 野 英 男（東北大学長） 令和元．6．11 就任（副会長） 

理事（副会長） 山 崎 光 悦（金沢大学長） 令和元．6．11 就任（副会長） 

理事（副会長） 林 佳世子（東京外国語大学長） 令和元．6．11 就任（副会長） 

理事（常務理事） 戸 渡 速 志（国立大学協会事務局長） 令和元．6．11 就任（常務理事） 

理事（顧問） 山 極 壽 一（京都大学長） 令和元．6．11 就任（顧問） 

理 事 和 田 健 夫（小樽商科大学長） 令和元．6．11 就任 



 

役  職 氏  名     （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

理 事 奥 田   潔（帯広畜産大学長） 令和元．6．11 就任 

理 事 佐 藤   敬（弘前大学長） 令和元．6．11 就任 

理 事 室 伏 きみ子（お茶の水女子大学長） 令和元．6．11 就任 

理 事 山 口 宏 樹（埼玉大学長） 令和元．6．11 就任 

理 事 濱 田 州 博（信州大学長） 令和元．6．11 就任 

理 事 松 尾 清 一（名古屋大学長） 令和元．6．11 就任 

理 事 位 田 隆 一（滋賀大学長） 令和元．6．11 就任 

理 事 服 部 泰 直（島根大学長） 令和元．6．11 就任 

理 事 越 智 光 夫（広島大学長） 令和元．6．11 就任 

理 事 岡   正 朗（山口大学長） 令和元．6．11 就任 

理 事 筧   善 行（香川大学長） 令和元．6．11 就任 

理 事 河 野   茂（長崎大学長） 令和元．6．11 就任 

監 事 大 野 弘 幸（東京農工大学長） 令和元．6．11 就任 

会長補佐 長谷川 眞理子（総合研究大学院大学長） 令和元．6．11 就任 

会長補佐 駒 田 美 弘（三重大学長） 令和元．6．11 就任 

会長補佐 森 迫 清 貴（京都工芸繊維大学長） 令和元．6．11 就任 

会長補佐 尾 家 祐 二（九州工業大学長） 令和元．6．11 就任 

会長補佐 藤 井 良 一（情報・システム研究機構長） 令和元．6．11 就任 



 

役  職 氏  名     （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

理 事 和 田 健 夫（小樽商科大学長） 令和 2．3．31 退任 

理 事 佐 藤   敬（弘前大学長） 令和 2．3．31 退任 

理 事 山 口 宏 樹（埼玉大学長） 令和 2．3．31 退任 

理 事 松 尾 清 一（名古屋大学長） 令和 2．3．31 退任 

理事（専務理事） 山 本 健 慈（和歌山大学顧問・名誉教授） 令和 2．3．31 退任 

監 事 大 野 弘 幸（東京農工大学長） 令和 2．3．31 退任 

会長補佐 後 藤 ひとみ（愛知教育大学長） 令和 2．3．31 退任 

 

 



 

一般社団法人 国立大学協会 

委員会委員の異動状況（令和元年度） 
 

委 員 会 名 氏   名   （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

入試委員会 

大 野 英 男（東北大学長） 令和元. 6. 11 退任 

蓼 沼 宏 一（一橋大学長） 令和元. 6. 11 退任 

石 原 保 志（筑波技術大学長） 令和元. 6. 11 退任 

山 崎 光 悦（金沢大学長） 令和元. 6. 11 退任 

伊 東 千 尋（和歌山大学長） 令和元. 6. 11 退任 

櫻 井 克 年（高知大学長） 令和元. 6. 11 退任 

和 田 健 夫（小樽商科大学） 令和元. 6. 11 就任 

髙 橋   姿（新潟大学長） 令和元. 6. 11 就任 

林 佳世子（東京外国語大学長） 令和元. 6. 11 就任 

今 野 弘 之（浜松医科大学長） 令和元. 6. 11 就任 

森 迫 清 貴（京都工芸繊維大学長） 令和元. 6. 11 就任 

西 田   睦（琉球大学長） 令和元. 6. 11 就任 

髙 橋   姿（新潟大学長） 令和 2. 1. 31 退任 

牛 木 辰 男（新潟大学長） 令和 2. 2. 1 就任 

和 田 健 夫（小樽商科大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

中 井 勝 己（福島大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

三 村 信 男（茨城大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

細 川 友 秀（京都教育大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

櫻 井 孝 俊（福岡教育大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

教育・研究委員会 

和 田 健 夫（小樽商科大学長） 令和元. 6. 11 退任 

小 山 清 人（山形大学長） 令和元. 6. 11 退任 

室 伏 きみ子（お茶の水女子大学長） 令和元. 6. 11 退任 

別紙２ 



 

委 員 会 名 氏   名   （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

教育・研究委員会 

長谷部 勇 一（横浜国立大学長） 令和元. 6. 11 退任 

島 田 眞 路（山梨大学長） 令和元. 6. 11 退任 

駒 田 美 弘（三重大学長） 令和元. 6. 11 退任 

位 田 隆 一（滋賀大学長） 令和元. 6. 11 退任 

西 尾 章治郎（大阪大学長） 令和元. 6. 11 退任 

松 下 雅 雄（鹿屋体育大学長） 令和元. 6. 11 退任 

空 閑 良 壽（室蘭工業大学長） 令和元. 6. 11 就任 

大 野 英 男（東北大学長） 令和元. 6. 11 就任 

村 松   隆（宮城教育大学長） 令和元. 6. 11 就任 

東   信 彦（長岡技術科学大学長） 令和元. 6. 11 就任 

後 藤 ひとみ（愛知教育大学長） 令和元. 6. 11 就任 

伊 東 千 尋（和歌山大学長） 令和元. 6. 11 就任 

大 橋  裕 一（愛媛大学長） 令和元. 6. 11 就任 

原 田  信 志（熊本大学長） 令和元. 6. 11 就任 

山 口 宏 樹（埼玉大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

後 藤 ひとみ（愛知教育大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

大学評価委員会 

奥 田   潔（帯広畜産大学長） 令和元. 6. 11 退任 

村 松   隆（宮城教育大学長） 令和元. 6. 11 退任 

竹 内 俊 郎（東京海洋大学長） 令和元. 6. 11 退任 

東   信 彦（長岡技術科学大学長） 令和元. 6. 11 退任 

長谷川眞理子（総合研究大学院大学長） 令和元. 6. 11 退任 

齋 藤   滋（富山大学長） 令和元. 6. 11 退任 

西 田   睦（琉球大学長） 令和元. 6. 11 退任 

蛇 穴 治 夫（北海道教育大学長） 令和元. 6. 11 就任 



 

 

委 員 会 名 氏   名   （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

大学評価委員会 

山 本 文 雄（秋田大学） 令和元. 6. 11 就任 

蓼 沼 宏 一（一橋大学長） 令和元. 6. 11 就任 

平 塚 浩 士（群馬大学長） 令和元. 6. 11 就任 

長谷部 勇 一（横浜国立大学長） 令和元. 6. 11 就任 

駒 田 美 弘（三重大学長） 令和元. 6. 11 就任 

服 部 泰 直（島根大学長） 令和元. 6. 11 就任 

松 下 雅 雄（鹿屋体育大学長） 令和元. 6. 11 就任 

福 田   喬（電気通信大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

国際交流委員会 

空 閑 良 壽（室蘭工業大学長） 令和元. 6. 11 退任 

山 本 文 雄（秋田大学） 令和元. 6. 11 退任 

林 佳世子（東京外国語大学長） 令和元. 6. 11 退任 

永 田 恭 介（筑波大学長） 令和元. 6. 11 退任 

髙 橋   姿（新潟大学長） 令和元. 6. 11 退任 

大 西   隆（豊橋技術科学大学長） 令和元. 6. 11 退任 

森 迫 清 貴（京都工芸繊維大学長） 令和元. 6. 11 退任 

服 部 泰 直（島根大学長） 令和元. 6. 11 退任 

名 和 豊 春（北海道大学長） 令和元. 6. 11 就任 

竹 内 俊 郎（東京海洋大学長） 令和元. 6. 11 就任 

長谷川眞理子（総合研究大学院大学長） 令和元. 6. 11 就任 

山 崎 光 悦（金沢大学長） 令和元. 6. 11 就任 

森 脇 久 隆（岐阜大学長） 令和元. 6. 11 就任 

山 極 壽 一（京都大学長） 令和元. 6. 11 就任 

位 田 隆 一（滋賀大学長） 令和元．6．11 就任 

 



 

委 員 会 名 氏   名   （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

国際交流委員会 

塩 田 浩 平（滋賀医科大学長） 令和元. 6. 11 就任 

櫻 井 克 年（高知大学長） 令和元. 6. 11 就任 

岩 渕   明（岩手大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

浅野 哲夫（北陸先端科学技術大学院大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

塩 田 浩 平（滋賀医科大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

経営委員会 

名 和 豊 春（北海道大学長） 令和元. 6. 11 退任 

平 塚 浩 士（群馬大学長） 令和元. 6. 11 退任 

今 野 弘 之（浜松医科大学長） 令和元. 6. 11 退任 

塩 田 浩 平（滋賀医科大学長） 令和元. 6. 11 退任 

小 山 清 人（山形大学長） 令和元. 6. 11 就任 

島 田 眞 路（山梨大学長） 令和元. 6. 11 就任 

齋 藤   滋（富山大学長） 令和元. 6. 11 就任 

宮 崎 耕 治（佐賀大学長） 令和元. 9. 30 退任 

兒 玉 浩 明（佐賀大学長） 令和元. 10. 1 就任 

佐 藤   敬（弘前大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

小 山 清 人（山形大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

出 口 利 定（東京学芸大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

大 野 弘 幸（東京農工大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

鵜 飼 裕 之（名古屋工業大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

広報委員会 

蛇 穴 治 夫（北海道教育大学長） 令和元. 6. 11 退任 

石 田 朋 靖（宇都宮大学長） 令和元. 6. 11 退任 

後 藤 ひとみ（愛知教育大学長） 令和元. 6. 11 退任 

大 橋  裕 一（愛媛大学長） 令和元．6．11 退任 

木 谷 雅 人（国立大学協会常務理事） 令和元. 6. 11 退任 



 

委 員 会 名 氏   名   （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

広報委員会 

奥 田   潔（帯広畜産大学長） 令和元. 6. 11 就任 

林 佳世子（東京外国語大学長） 令和元. 6. 11 就任 

石 原 保 志（筑波技術大学長） 令和元. 6. 11 就任 

大 西   隆（豊橋技術科学大学長） 令和元. 6. 11 就任 

戸 渡 速 志（国立大学協会常務理事） 令和元. 6. 11 就任 

大 西   隆（豊橋技術科学大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

山 本 健 慈（国立大学協会専務理事） 令和 2. 3. 31 退任 

事業実施委員会 

上 田 孝 典（福井大学長） 平成 31. 4. 1 就任 

和 田 健 夫（小樽商科大学） 令和元. 6. 11 退任 

森 脇 久 隆（岐阜大学長） 令和元. 6. 11 退任 

石 田 朋 靖（宇都宮大学長） 令和元. 6. 11 就任 

吉 澤 靖 之（東京医科歯科大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

松 尾 清 一（名古屋大学長） 令和 2. 3. 31 退任 

 
 
 



2020年3月31日現在

主幹（管理・総務・財務） 専門職員（管理、総務、財務）

　山城達馬（専）

主幹付（総務、財務） 事務補佐員

　上杉優馬（大分） 　八巻由美子

　　東　高之（東京） 主幹付（総務、財務）

　田中直樹（岩手）

主任（広報、渉外、政策研究、事業実施）

　　東　高之（東京） 　山口祥子（九州）

主任（広報、政策研究、事業実施）

　五十嵐猛朗（北海道）

主幹付（広報、政策研究、事業実施）

　石垣大夢（東北）

専門職員（広報、政策研究、事業実施）

　麻野祥子（大阪）

主幹付（広報、政策研究、事業実施）

　金城みちる（琉球）

主幹付（広報、政策研究、事業実施）

　大山貴裕（名古屋）
常務理事・事務局長

主任（教育・研究、評価、国際交流）

　小形徳応（東工） 　石川香緒莉（宇都宮）

主幹（教育・研究、評価、国際交流） 主幹付（教育・研究、評価、国際交流）

　水野満（名古屋工業） 　髙橋未来（筑波）

主任（教育・研究、評価、国際交流）

　半井野浩明（新潟）

主幹付（教育・研究、評価、国際交流）

　木曽晃（神戸）

企画部長 専門職員（入試、経営）

　森山　睦（東京） 　村上慎哉（熊本）

主幹付（入試、経営）

　小林麻里子（群馬）

主幹付（入試、経営）

主幹（入試、経営） 　山口憲成（信州）              

　野尻知江（京都）

主幹付（入試、経営）

　小野崎愛純（茨城）

主幹(広報、政策研究所、事業実施）

　出口夏実（専）

総務部長

※総務部長兼任

戸渡速志（専） 企画部次長

企画部次長

　荒木秀治（筑波）

企画部次長

　紺野喜久恵（東京）

総務・人事
理事・委員委嘱手続

理事会･政策会議･総会
支部・会員対応総括

財務・経理
会費、旅費

教育・研究委員会
大学評価委員会

国際交流委員会

広報委員会

広報実施、情報公開

職員採用試験全国広報

渉外
政策研究所

事業実施委員会

総合損害保険運営委員会

総合損害保険事業

研修事業

入試委員会
kikaku@ Tel3517

経営委員会

適格性審査会
kikaku@ Tel3526

一般社団法人国立大学協会 事務局体制
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別 添 資 料 



 

令
和
二
年
度
予
算
及
び
令
和
元
年
度
補
正
予
算
に
お
け
る
国
公
立
大
学
法
人
関
係 

予
算
の
拡
充
等
に
関
す
る
決
議 

   

我
が
国
は
、
急
速
な
少
子
高
齢
化
を
む
か
え
、
労
働
生
産
人
口
の
減
少
、
地
方
の
過
疎
化
等

が
進
む
中
、
国
力
を
維
持
し
持
続
可
能
な
成
長
を
遂
げ
て
い
く
た
め
に
は
、
国
の
政
策
と
し
て

全
国
に
配
置
さ
れ
た
国
立
大
学
や
各
地
方
公
共
団
体
が
設
置
す
る
公
立
大
学
の
教
育
・
研
究
力

を
強
化
し
、
大
学
を
核
と
す
る
地
方
創
生
と
地
方
か
ら
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
創
出
す
る
こ
と

が
不
可
欠
で
あ
る
。 

国
公
立
大
学
に
は
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
5.0
の
実
現
に
向
け
知
識
集
約
型
社
会
が
生
み
出
す
新

た
な
成
長
モ
デ
ル
（
価
値
）
へ
の
パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
を
先
導
し
、
多
様
性
を
尊
重
し
な
が
ら

す
べ
て
の
人
々
が
活
躍
で
き
る
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
な
社
会
に
貢
献
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。
各
大
学
に
お
い
て
は
、
こ
れ
に
応
え
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
推
進
等
を
含
む
教
育
改
革
や

研
究
力
の
向
上
に
積
極
的
に
取
組
む
と
と
も
に
、
そ
れ
を
支
え
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
、
人
事
給

与
や
財
務
等
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
改
革
を
進
め
て
い
る
。 

  

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
地
方
創
生
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
中
核
を
担
う
国
公
立
大
学

が
、
財
務
基
盤
の
脆
弱
化
や
不
安
定
化
に
よ
り
改
革
の
歩
み
が
止
ま
る
こ
と
の
な
い
よ
う
次
の

事
項
に
つ
い
て
万
全
を
期
す
べ
き
で
あ
る
。 

一
．
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
等
の
基
盤
的
経
費
の
拡
充 

   
   

   
 

二
．
防
災
拠
点
と
も
な
る
国
立
大
学
法
人
等
の
施
設
整
備
費
補
助
金
等
の
拡
充 

  

及
び
知
的
イ
ン
フ
ラ
に
係
る
環
境
整
備
の
充
実
（
補
正
予
算
を
含
む
） 

三
．
国
公
立
大
学
附
属
病
院
に
必
要
な
財
政
的
支
援
の
確
保 

四
．
地
域
連
携
機
能
強
化
の
た
め
の
公
立
大
学
へ
の
財
政
支
援
の
充
実 

五
．
多
様
な
財
源
の
確
保
と
柔
軟
な
資
産
運
用
を
促
進
す
る
規
制
緩
和
等
の
環
境
整
備 

六
．
個
人
寄
附
に
係
る
税
額
控
除
の
対
象
の
教
育
研
究
活
動
支
援
全
般
へ
の
拡
充 

七
．
高
等
教
育
の
無
償
化
に
お
け
る
公
立
大
学
へ
の
財
源
に
つ
い
て
、
国
か
ら
の
確
実
な
措
置 

  

さ
ら
に
、
国
立
大
学
に
対
す
る
評
価
と
支
援
に
つ
い
て
は
、
国
立
大
学
法
人
制
度
の
本
旨
に

則
り
、
中
期
目
標
期
間
の
六
年
間
を
見
据
え
行
わ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
り
、
第
四
期
中
期
目
標

期
間
を
、
国
立
大
学
が
将
来
を
見
通
し
た
経
営
戦
略
の
下
に
自
律
的
な
運
営
を
行
う
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
大
学
の
多
様
性
、
教
育
研
究
の
継
続
性
・
発
展
性
や
経
営
の
安
定
性
に
配
慮
し
て
、

専
門
的
な
視
点
も
踏
ま
え
つ
つ
、
そ
の
制
度
の
確
立
を
速
や
か
に
行
う
べ
き
で
あ
る
。 

右
決
議
す
る
。 

     
 

 
   

 
  

   
 

 
 

令
和
元
年
六
月
十
八
日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国
公
立
大
学
振
興
議
員
連
盟 
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国大協企画第４０号 

令和元年９月４日 

 

  文部科学大臣 

   柴 山 昌 彦 殿 

 

                       一般社団法人 国立大学協会 

                         会 長   永 田  恭 介 

 

令和２年度予算における国立大学関係予算の充実及び 

税制改正等について(要望) 

-----国立大学が我が国の発展に貢献し続けるために----- 

 

 

国立大学は全国すべての都道府県に設置され、各地域の高度な教育研究の拠点として、

高度人材育成と卓越した研究の推進により全ての地域の成長を牽引するとともに、我が

国と世界の発展に貢献してきました。 

現在、Society 5.0 や人生 100 年時代の到来、地方創生の実現やグローバリゼーショ

ンの進展などに伴う諸課題が山積し、知識集約型社会へのパラダイムシフトが進行する

なかにおいて、国立大学の役割・機能の拡大が求められています。国立大学は、国民の

税金によって支えられている公共財としての責任と役割をより一層自覚し、産業界をは

じめとする各方面との連携を深めつつ、教育研究を通じたこれら課題の解決に取り組ん

でいます。こうした取り組みを促進するため、ガバナンス改革や人事給与・財務等のマ

ネジメント改革に対する国立大学全体としての方針を定め、この方針のもと、各国立大

学がそれぞれの強み・特色やこれまでの実績、所在する地域の特性を踏まえ、中期的な

展望に基づいて自律的に取り組むことが重要です。 

国立大学が、以上の取り組みを着実に実現することができるよう、基盤的経費である

運営費交付金の拡充、及び安心・安全で国際的に魅力ある教育・研究環境の整備のため

の施設整備費補助金等の拡充について、強く要望するものです。特に、第三期中期目標

期間に導入された「３つの重点支援の枠組み」による重点支援については、各大学が強

み・特色を発揮した将来ビジョンに基づく機能強化の推進に取り組んでいるところです。

優れた取組みを継続的・安定的に実施するためにも機能強化経費の基幹経費化は確実に

実施されるようお願いいたします。 

国立大学に対する評価と支援については、第四期中期目標期間に向けて、国立大学法

人制度の本旨に則り、国立大学が将来を見通した経営戦略の下に自律的な運営を行うこ

とができるよう、中期目標期間の六年間を基本とする評価と資源配分の安定的な仕組み

を確立すべきものであり、共通指標に基づく来年度の運営費交付金配分への反映につい

ては、各大学の中期目標・計画に基づく教育・研究の戦略的・計画的な取組を阻害する
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ことのないような範囲内にとどめるよう強く要望いたします。 

また、「大学等における修学の支援に関する法律」に基づく給付型奨学金・授業料減

免制度の導入に伴い、これまで各国立大学で支援対象となっていた学部学生（世帯）や

留学生が対象外となることが懸念されます。これからの社会変革を担う人材である、国

立大学で真摯に学ぶ学生のため、制度の対象外となる学部学生や留学生についても継続

して支援できるよう、また大学院生への支援に影響が出ないよう、運営費交付金の確保

をしっかりとお願いいたします。 

 

他方、国立大学における教育研究を更に多様化し、発展させていくためには、運営費

交付金のみに依存するのではなく、国立大学自ら、外部資金、自己収入等の拡充や資産

の効果的活用・運用により、財源の多様化を実現することが必要であることから、引き

続き多様な財源確保のための各種の制度的・法的基盤を整備していただくようお願いし

ます。 

特に個人寄附については、さらなる拡大を図るため、税額控除の対象を修学支援のみ

ではなく教育研究活動への支援全般に拡充すること、及び、評価性資産寄附にかかるみ

なし譲渡所得税の非課税承認を受ける要件の緩和についてお願いいたします。 

さらに、我が国の投資や寄附にかかる文化を醸成することを目指し、産業界等からさ

らなる投資を呼び込むための研究開発税制の拡充をはじめ、教育研究活動の一層の推進

に資する各種税制上の措置（PFI推進のためのBOT（Build Operate Transfer）方式(※)

における固定資産税の非課税化等）をお願いいたします。また、大学機能の強化に資す

る大学等連携推進法人（仮称）設立、大学・国立研究開発法人の共同研究機能等の一部

を外部化可能とする仕組みの制度化にもお力添えをお願いするとともに、これらに対し

ても国立大学法人と同様の税制上の措置をお願いするものです。 

 

以上の税制改正のほか、関連して、国立大学法人の経営力強化のために現有資産を最

大限活用できるよう、長期借入や債券発行の要件緩和、大学周辺の土地活用に関する規

制緩和等についてもお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

※BOT（Build Operate Transfer）方式とは：民間事業者が施設を大学内に建設、維持管理及び運営し、事業終了

後に大学に所有権を移転する方式。



 

要 望 事 項 一 覧 

                                                

 Ⅰ 基盤的経費の拡充  

１ 国立大学法人運営費交付金等の予算額の確保・充実、及び安定的な制度の確立を行う

こと・・・・・・・・・・・・・・・・1 

２ 国立大学施設整備費補助金及び施設設備管理維持費の確保・充実を行うこと・・・5 

３ 国立大学附属病院に対する財政的支援の確保・充実を行うこと・・・・・・・・・6 

４ 科学研究費助成事業（科研費）予算の拡充を行うこと・・・・・・・・・・・・・7 

 

 Ⅱ 重点課題への対応  

１ 地方創生の中核的機能や地方からのイノベーション創出のための支援を拡充するこ

と・・・・・・・・・・・・・・・・8 

２ 海外における留学生の呼び込みから日本での就職までの一貫した支援体制と拠点を 

整備すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

 

 Ⅲ 税制改正  

１ 個人寄附金に係る税額控除の対象を修学支援のみならず教育研究活動全般への支援 

に拡大すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 

 

Ⅳ 規制緩和  

１ 長期借入や債券発行の要件緩和、大学周辺の土地活用に関する規制緩和等を行うこと 

２ 競争的資金の性格を踏まえつつ、エフォート率に応じて直接経費から人件費支出を可

能とするような競争的資金制度改革を行うこと 



基盤となる運営費交付⾦の拡充と適切な競争的資⾦のデュアルサポートが必要
1（出典）⽂部科学省資料をもとに国⼤協事務局作成

○予算配分バランスの変化（経常収入の内訳）

（注）附属病院収益は除く
（注）競争的資⾦等は、補助⾦等収益、受託研究等収益等、寄付⾦収益、研究関連収益

及びその他の自己収入の合計額

51%

51%

52%

52%

51%

53%

55%

55%

57%

58%

59%

61%

62%

64%

22%

20%

22%

21%

21%

19%

19%

19%

20%

18%

16%

14%

12%

11%

9%

12%

10%

11%

11%

10%

9%

8%

6%

6%

6%

6%

6%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

H21

H20

H19

H18

H17

H16

運営費交付⾦収益 学⽣納付⾦収益 競争的資⾦等（※） その他

○国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦等の推移

10,971 

10,971 

10,971 

10,945 

10,945 

11,123 

10,792 

11,366 

11,528 

11,585 

11,695 

11,813 

12,043 

12,214 

12,317 

12,415 

R1

H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

H21

H20

H19

H18

H17

H16

（億円）

令和元年度、共通指
標による評価に基づく

傾斜配分の導入
（R元年度は700億円）

財源不安定化

国⽴⼤学運営費交付⾦等の拡充 基盤的
経費１



国⽴⼤学
2,277本

16.5％

4.8％

8.3％

・我が国のTop10％論⽂数については、国⽴⼤学が国全体の約54％、⼤学全体の約70％を占める
(出典︓科学技術・学術政策研究所「科学研究のベンチマーキング２０１７」より国⼤協作成）

我が国の研究⼒を⽀える国⽴⼤学

組織区分別Top10%補正論⽂数
（2013-2015年平均値）

⽇本の部⾨別Top10％補正論⽂数

⽇本のTop10％補正論⽂における各部⾨区分の割合

（出典）科学技術・学術政策研究所「科学研究のベンチマーキング
2017-論⽂分析でみる世界の研究活動の変化と⽇本の状況-」より作成

公⽴⼤学
162本

私⽴⼤学
546本

特法・独法
699本

企業
205本

その他
353本

我が国のTop10％論⽂数の組織別内訳を⾒ると、国⽴
⼤学は約54％を占め、国公私⽴を合わせた⼤学全体で
は約70％を占めている。
⼤学の占める割合は近年ほぼ横ばいで推移している。
企業の占める割合は、1990年代後半から低下を続け、
現在は約５％である。

12.9％

3.8％

53.7%

2

基盤的
経費１



・論⽂数に関する我が国の国際的地位は、質的・量的ともに低下
(データ出典︓⽂部科学省「我が国の研究⼒強化に向けた研究⼈材の育成・確保に関する論点整理」）

我が国の研究⼒の国際的位置付け

3

基盤的
経費１



教育改⾰推進や研究⼒の向上のためには、知的インフラの整備拡充が必要不可⽋
4

電子ジャーナル価格高騰による研究経費の圧迫
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年度

その他

データベース

電子ジャーナル

雑誌

電子書籍

図書

対⼤学総経費⽐率

○図書館資料費の推移︓国⽴⼤学 1⼤学あたり平均額

（グラフ出典）⽂部科学省（旧⽂部省）の「学術情報基盤実態調査結果報告」（旧「⼤学図書館実態調査結果報告」）による〔JUSTICE事務局作成〕

⼤学予算減少の中で図書館資料費を確保しているが、必要な学術誌をすべては購入できない。また、電子ジャー
ナルの毎年の値上げにより、予算が同額であれば購読できる学術誌数が漸減し、研究環境悪化の懸念も。
教育・研究活動に⼤きな⽀障

基盤的
経費１

（出典）文部科学省「学術情報基盤実態調査」（各年度）及び大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）より
国立大学協会事務局作成

（単位：種類）

（年度）

（単位：USドル）

1国立大学当たりの電子ジャーナル利用可能種類と
自然科学系分野別電子ジャーナル平均単価の推移
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1155

376

410

418

487

487

465

469

437

503

441

439

439
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482

646

233 

119 

263 

194 

480 

1,879 
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92 
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889 

1,209 

666 
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R1

H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

H21

H20

H19

H18

H17

H16

当初予算額（⼀般会計・施設整備費補助⾦）

補正予算額等（⼀般会計・施設整備費補助⾦）

当初予算額（復興特会・施設整備費補助⾦）

補正予算額（復興特会・施設整備費補助⾦）

○国⽴⼤学法⼈等施設整備費予算額の推移（国費相当分）

法⼈化以降予算が減少

○施設の⽼朽化

連絡通路の屋根崩落

⼀歩間違えれば⼤惨事につながる恐れ

外壁・サッシの落下の危険 配管の腐⾷

施設整備費等を確保・充実し､教育研究⼒強化の環境を整備することが必要

（出典）⽂部科学省資料をもとに国⼤協事務局作成

5

（億円）

国⽴⼤学施設整備費補助⾦及び施設設備管理維持費の確保・充実

施設整備費予算額の減少により、施設の⽼朽化が進⾏し安全面・機能面等に課題

令和元年度当初予算額のうち808億円は
防災・減災、国⼟強靭化関係予算（臨時・特別の措置）

電気ケーブルの劣化

今後も継続的
予算措置を

基盤的
経費２



国⽴⼤学附属病院に対する財政的⽀援の確保・充実 基盤的
経費３

○主な活動指標 ○経常費用の推移

経常費⽤に占める⼈件費の⽐率は何とか抑制しているが、⾼額
な新規医薬品等の保険適⽤が相次ぐ中で、診療経費を抑えるこ
とは極めて難しい。

○借入金償還の負担を含めた利益の状況
○医療機器等の整備状況

財源が確保できないため、医療機器の更新が進んでいない。
平成30年度の経常利益は42病院計で246億円。⼀⽅で、病院施設・医
療機器等の整備のための多額の借入⾦の償還が必要なため、投資などに
充てられる実質的な利益は102億円まで圧縮される。

▶新入院患者の獲得等による増収に努めているが、診療経費の伸びを抑えることが難しく、増収減益の状況。既に耐⽤年数を⼤
幅に超過した医療機器を使⽤しており、医療の質の低下が危惧されるため、医療機器の導入・更新のための財政的⽀援が必要。

国⽴⼤学病院は、法⼈化以降継続して、平均入院期間を短縮し、入院診
療単価を伸ばすとともに、新入院患者数を増やして、附属病院収益を伸
ばしてきた。

6



○科研費は、全ての学術研究分野を⽀える競争的な基礎的資⾦として定着し、新たな産業の創出や
安全で豊かな国⺠⽣活に⼤きく貢献している
これを推進するためには、予算の拡充を⾏うとともに、研究費の効果的・効率的な使⽤に資する
基⾦化の推進が必要

○科研費の応募・採択件数、採択率の推移

（出典）日本学術振興会「科研費等の審査に係る総括」（平成23～29年度）及び「平成29年度科学研究費助成事業の配分について（概要）」をもとに国大協事務局作成 7

○科研費の充⾜率の推移
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○科研費の１課題辺りの平均配分額(直接経費)
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科学研究費助成事業（科研費）予算の拡充 基盤的
経費４



8

地方創生の中核的機能や地方からのイノベーション創出のための⽀援 重点
課題１

地方創生の中核的機能を果たす⼤学に対して⼀層の⽀援を︕

（出典）内閣府地⽅創⽣推進事務局「平成 30 年度地域における⼤学振興・若者雇⽤創出事業に関する計画の認定申請等及び
平成 30 年度地⽅⼤学・地域産業創⽣交付⾦に係る実施計画の提出等について（H30.6.1事務連絡）」添付資料より抜粋



産学連携による共同研究推進

9

29,397 

53,630 14,578 

21,510 

0
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25,000

0
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20,000
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40,000

50,000

60,000

70,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

［研究費受入額］国⽴⼤学等 ［実施件数］国⽴⼤学等

国⽴⼤学における⺠間企業との共同研究・
受託研究実施件数及び研究費受入額の推移

国⽴⼤学における共同研究・受託研究の実施件数及び研究費受入額は、平成23年に⽐して、
それぞれ約47％増、約82％増と⼤幅に増加しており、今後、更なる拡⼤を図る。

⼤学における⺠間との共同研究・受託研究
研究費受入額（H29）

73.0％

4.5％

22.4％

（単位︓百万円）

国⽴⼤学
53,630公⽴⼤学

3,342

私⽴⼤学
16,452

（単位︓百万円、件）
H23から

実施件数は約47％増
受 入 額 は約82％増

重点
課題１



○⺠間企業との共同研究に係る個別実績上位30⼤学

⺠間企業との共同研究の状況

国立大学

（三大都市圏）
10

国立大学

（三大都市圏以外）
16

公立大学
1

私立大学
3

国立大学

（三大都市圏）
11

国立大学

（三大都市圏以外）

14

公立大学
1 私立大学

4

（注）ここでは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を「三大都市圏」とする。
（出典）文部科学省「平成28年度大学等における産学連携等実施状況について」より国立大学協会事務局作成

実施件数で上位の30大学に占める国公私立大学数
研究費受入額で上位の30大学に占める
国公私立大学数

（単位：大学数）

10

重点
課題１

国立大学

（三大都市圏）
9

国立大学

（三大都市圏以外）
17

公立大学
1 私立大学

3

同⼀都道府県内中小企業との
共同研究実施件数の上位30⼤学



・同⼀県内及び地方公共団体との共同・受託研究において、国⽴⼤学が上位を占める
(データ出典︓⽂部科学省「平成29年度 ⼤学等における産学連携等実施状況について」）

⺠間企業との共同研究等による地方創生への貢献(1)

11

重点
課題１



⺠間企業との共同研究等による地方創生への貢献(2)

12

・同⼀県内及び地方公共団体との共同・受託研究実施件数において、国⽴⼤学が上位を占める
(データ出典︓⽂部科学省「平成29年度 ⼤学等における産学連携等実施状況について」）

重点
課題１



・国⽴⼤学の⼤学院における社会⼈学生数は増加している
(データ出典︓⽂部科学省「学校基本調査」から国⼤協作成）

国⽴⼤学におけるリカレント教育

13

重点
課題１



14

・データやAIによる分析から新たなイノベーション創出や価値創造を⾏える⼈材が不⾜
(データ出典︓経済産業省「IT⼈材の最新動向と将来推計に関する調査結果」2016年6⽉）

新たに求められる高度⼈材育成 重点
課題１



留学生政策の推進
○ポスト留学生３０万⼈計画を⾒据えた留学生政策

15

（出典）中央教育審議会 ⼤学分科会制度・教育改⾰ワーキンググループ（第13回）（H30.4.27開催）資料より抜粋

重点
課題２

留学⽣施策を推進するには、海外における留学生の呼び込みから⽇本での就職までの⼀貫した⽀援
体制と拠点を整備することが極めて重要
国⽴⼤学においては、全⼤学が協働して、留学生のリクルート（海外拠点の共同設置等）、選抜
（共通問題の開発等）、教育プログラムの提供（複数⼤学での学修等）などを推進することを検討



留学生政策の推進
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・留学生数は、学部では私⽴⼤学が⼤半を占めており、⼤学院では国⽴⼤学が半数を占めている
(データ出典︓国⽴⼤学協会「2018年度 国⽴⼤学法⼈基礎資料集」2019年3⽉）

16

海外からの留学生数

重点
課題２



留学生政策の推進

・世界全体の留学生数は、2015年には460万⼈に達している
(データ出典︓中央教育審議会「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン(答申)」2018年11⽉）

17

重点
課題２



留学生政策の推進

・外国⼈留学生の就職者数は近年増加しているが、各年度に⼤学・⼤学院を卒業・終了した外国⼈
留学生のうち、⽇本国内で就職した者の占める割合は４割弱

(データ出典︓中央教育審議会「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン(答申)」2018年11⽉）

18

重点
課題２



平成28年度の国⽴⼤学への寄附額は1,313億円であり過去10年間で最高額︕

○国⽴⼤学の寄附⾦収入

762 
865 

318 

448 
1,080 

1,313 

120 

342 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2015年 2016年
現物寄附以外 現物寄附 個⼈寄附

個⼈寄附は
約３倍の伸び︕

(億円)

○平成30年度の税制改正により、
評価性資産の寄附について非課税要件が緩和

H27 H28

とりわけ個⼈寄附については、平成２８年度から学⽣へ
の修学⽀援に対する寄附について所得税の軽減措置が拡
充されたことを追い⾵に、前年度⽐約３倍の伸びを⾒せ
ている︕

19

これまでも、各国⽴⼤学では、クラウドファンディング等
の新たな取り組みを積極的に⾏いながら寄附の獲得に努め
てきたが、本改正を受け、遺贈を含めた個⼈寄附のさらな
る獲得に向けて、更にファンドレイジングに注⼒していく

寄附収入の拡⼤

（出典）⽂部科学省提供資料（国⽴⼤学の財務諸表 等）より国⼤協事務局作成

この流れを⼀層促進するためには、個⼈寄附⾦に係る税額控除の対象を修学⽀援のみならず
教育研究活動全般への⽀援に拡⼤することが必要

税制改正



国大協企画第４０号 

令和元年１０月２１日 

 

  文部科学大臣 

   萩 生 田 光 一 殿 

 

                       一般社団法人 国立大学協会 

                         会 長   永 田  恭 介 

 

令和２年度予算における国立大学関係予算の充実及び 

税制改正等について(要望) 

-----国立大学が我が国の発展に貢献し続けるために----- 

 

 

国立大学は全国すべての都道府県に設置され、各地域の高度な教育研究の拠点として、

高度人材育成と卓越した研究の推進により全ての地域の成長を牽引するとともに、我が

国と世界の発展に貢献してきました。 

現在、Society 5.0 や人生 100 年時代の到来、地方創生の実現やグローバリゼーショ

ンの進展などに伴う諸課題が山積し、知識集約型社会へのパラダイムシフトが進行する

なかにおいて、国立大学の役割・機能の拡大が求められています。国立大学は、国民の

税金によって支えられている公共財としての責任と役割をより一層自覚し、産業界をは

じめとする各方面との連携を深めつつ、教育研究を通じたこれら課題の解決に取り組ん

でいます。こうした取り組みを促進するため、ガバナンス改革や人事給与・財務等のマ

ネジメント改革に対する国立大学全体としての方針を定め、この方針のもと、各国立大

学がそれぞれの強み・特色やこれまでの実績、所在する地域の特性を踏まえ、中期的な

展望に基づいて自律的に取り組むことが重要です。 

国立大学が、以上の取り組みを着実に実現することができるよう、基盤的経費である

運営費交付金の拡充、及び安心・安全で国際的に魅力ある教育・研究環境の整備のため

の施設整備費補助金等の拡充について、強く要望するものです。特に、第三期中期目標

期間に導入された「３つの重点支援の枠組み」による重点支援については、各大学が強

み・特色を発揮した将来ビジョンに基づく機能強化の推進に取り組んでいるところです。

優れた取組みを継続的・安定的に実施するためにも機能強化経費の基幹経費化は確実に

実施されるようお願いいたします。 

国立大学に対する評価と支援については、第四期中期目標期間に向けて、国立大学法

人制度の本旨に則り、国立大学が将来を見通した経営戦略の下に自律的な運営を行うこ

とができるよう、中期目標期間の六年間を基本とする評価と資源配分の安定的な仕組み

を確立すべきものであり、共通指標に基づく来年度の運営費交付金配分への反映につい

ては、各大学の中期目標・計画に基づく教育・研究の戦略的・計画的な取組を阻害する

別添３



ことのないような範囲内にとどめるよう強く要望いたします。 

また、「大学等における修学の支援に関する法律」に基づく給付型奨学金・授業料減

免制度の導入に伴い、これまで各国立大学で支援対象となっていた学部学生（世帯）や

留学生が対象外となることが懸念されます。これからの社会変革を担う人材である、国

立大学で真摯に学ぶ学生のため、制度の対象外となる学部学生や留学生についても継続

して支援できるよう、また大学院生への支援に影響が出ないよう、運営費交付金の確保

をしっかりとお願いいたします。 

 

他方、国立大学における教育研究を更に多様化し、発展させていくためには、運営費

交付金のみに依存するのではなく、国立大学自ら、外部資金、自己収入等の拡充や資産

の効果的活用・運用により、財源の多様化を実現することが必要であることから、引き

続き多様な財源確保のための各種の制度的・法的基盤を整備していただくようお願いし

ます。 

特に個人寄附については、さらなる拡大を図るため、税額控除の対象を修学支援のみ

ではなく教育研究活動への支援全般に拡充すること、及び、評価性資産寄附にかかるみ

なし譲渡所得税の非課税承認を受ける要件の緩和についてお願いいたします。 

さらに、我が国の投資や寄附にかかる文化を醸成することを目指し、産業界等からさ

らなる投資を呼び込むための研究開発税制の拡充をはじめ、教育研究活動の一層の推進

に資する各種税制上の措置（PFI推進のためのBOT（Build Operate Transfer）方式(※)

における固定資産税の非課税化等）をお願いいたします。また、大学機能の強化に資す

る大学等連携推進法人（仮称）設立、大学・国立研究開発法人の共同研究機能等の一部

を外部化可能とする仕組みの制度化にもお力添えをお願いするとともに、これらに対し

ても国立大学法人と同様の税制上の措置をお願いするものです。 

 

以上の税制改正のほか、関連して、国立大学法人の経営力強化のために現有資産を最

大限活用できるよう、長期借入や債券発行の要件緩和、大学周辺の土地活用に関する規

制緩和等についてもお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

※BOT（Build Operate Transfer）方式とは：民間事業者が施設を大学内に建設、維持管理及び運営し、事業終了

後に大学に所有権を移転する方式。



 

要 望 事 項 一 覧 

                                                   

 Ⅰ 基盤的経費の拡充  

１ 国立大学法人運営費交付金等の予算額の確保・充実、及び安定的な制度の確立を行うこ

と・・・・・・・・・・・・・・・・1 

２ 国立大学施設整備費補助金及び施設設備管理維持費の確保・充実を行うこと・・・5 

３ 国立大学附属病院に対する財政的支援の確保・充実を行うこと・・・・・・・・・6 

４ 科学研究費助成事業（科研費）予算の拡充を行うこと・・・・・・・・・・・・・7 

 

 Ⅱ 重点課題への対応  

１ 地方創生の中核的機能や地方からのイノベーション創出のための支援を拡充するこ

と・・・・・・・・・・・・・・・・8 

２ 海外における留学生の呼び込みから日本での就職までの一貫した支援体制と拠点を 

整備すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

 

 Ⅲ 税制改正  

１ 個人寄附金に係る税額控除の対象を修学支援のみならず教育研究活動全般への支援 

に拡大すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 

 

Ⅳ 規制緩和  

１ 長期借入や債券発行の要件緩和、大学周辺の土地活用に関する規制緩和等を行うこと 

２ 競争的資金の性格を踏まえつつ、エフォート率に応じて直接経費から人件費支出を可能と

するような競争的資金制度改革を行うこと 

 



基盤となる運営費交付⾦の拡充と適切な競争的資⾦のデュアルサポートが必要
1（出典）⽂部科学省資料をもとに国⼤協事務局作成

○予算配分バランスの変化（経常収入の内訳）

（注）附属病院収益は除く
（注）競争的資⾦等は、補助⾦等収益、受託研究等収益等、寄付⾦収益、研究関連収益

及びその他の自己収入の合計額

51%

51%

52%

52%

51%

53%

55%

55%

57%

58%

59%

61%

62%

64%

22%

20%

22%

21%

21%

19%

19%

19%

20%

18%

16%

14%

12%

11%

9%

12%

10%

11%

11%

10%

9%

8%

6%

6%
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運営費交付⾦収益 学⽣納付⾦収益 競争的資⾦等（※） その他

○国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦等の推移

10,971 

10,971 

10,971 

10,945 

10,945 

11,123 

10,792 
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11,585 
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11,813 

12,043 

12,214 
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R1

H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

H21

H20

H19

H18

H17

H16

（億円）

令和元年度、共通指
標による評価に基づく

傾斜配分の導入
（R元年度は700億円）

財源不安定化

国⽴⼤学運営費交付⾦等の拡充 基盤的
経費１



国⽴⼤学
2,277本

16.5％

4.8％

8.3％

・我が国のTop10％論⽂数については、国⽴⼤学が国全体の約54％、⼤学全体の約70％を占める
(出典︓科学技術・学術政策研究所「科学研究のベンチマーキング２０１７」より国⼤協作成）

我が国の研究⼒を⽀える国⽴⼤学

組織区分別Top10%補正論⽂数
（2013-2015年平均値）

⽇本の部⾨別Top10％補正論⽂数

⽇本のTop10％補正論⽂における各部⾨区分の割合

（出典）科学技術・学術政策研究所「科学研究のベンチマーキング
2017-論⽂分析でみる世界の研究活動の変化と⽇本の状況-」より作成

公⽴⼤学
162本

私⽴⼤学
546本

特法・独法
699本

企業
205本

その他
353本

我が国のTop10％論⽂数の組織別内訳を⾒ると、国⽴
⼤学は約54％を占め、国公私⽴を合わせた⼤学全体で
は約70％を占めている。
⼤学の占める割合は近年ほぼ横ばいで推移している。
企業の占める割合は、1990年代後半から低下を続け、
現在は約５％である。

12.9％

3.8％

53.7%

2

基盤的
経費１



・論⽂数に関する我が国の国際的地位は、質的・量的ともに低下
(データ出典︓⽂部科学省「我が国の研究⼒強化に向けた研究⼈材の育成・確保に関する論点整理」）

我が国の研究⼒の国際的位置付け

3

基盤的
経費１



教育改⾰推進や研究⼒の向上のためには、知的インフラの整備拡充が必要不可⽋
4

電子ジャーナル価格高騰による研究経費の圧迫
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データベース

電子ジャーナル

雑誌

電子書籍

図書

対⼤学総経費⽐率

○図書館資料費の推移︓国⽴⼤学 1⼤学あたり平均額

（グラフ出典）⽂部科学省（旧⽂部省）の「学術情報基盤実態調査結果報告」（旧「⼤学図書館実態調査結果報告」）による〔JUSTICE事務局作成〕

⼤学予算減少の中で図書館資料費を確保しているが、必要な学術誌をすべては購入できない。また、電子ジャー
ナルの毎年の値上げにより、予算が同額であれば購読できる学術誌数が漸減し、研究環境悪化の懸念も。
教育・研究活動に⼤きな⽀障

基盤的
経費１

（出典）文部科学省「学術情報基盤実態調査」（各年度）及び大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）より
国立大学協会事務局作成

（単位：種類）

（年度）

（単位：USドル）

1国立大学当たりの電子ジャーナル利用可能種類と
自然科学系分野別電子ジャーナル平均単価の推移
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1155

376

410

418

487

487

465

469

437

503

441

439

439

444

482

646

233 

119 

263 

194 

480 

1,879 

725 

92 

621 

897 

889 

1,209 

666 

457 
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R1

H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

H21

H20

H19

H18

H17

H16

当初予算額（⼀般会計・施設整備費補助⾦）

補正予算額等（⼀般会計・施設整備費補助⾦）

当初予算額（復興特会・施設整備費補助⾦）

補正予算額（復興特会・施設整備費補助⾦）

○国⽴⼤学法⼈等施設整備費予算額の推移（国費相当分）

法⼈化以降予算が減少

○施設の⽼朽化

連絡通路の屋根崩落

⼀歩間違えれば⼤惨事につながる恐れ

外壁・サッシの落下の危険 配管の腐⾷

施設整備費等を確保・充実し､教育研究⼒強化の環境を整備することが必要

（出典）⽂部科学省資料をもとに国⼤協事務局作成

5

（億円）

国⽴⼤学施設整備費補助⾦及び施設設備管理維持費の確保・充実

施設整備費予算額の減少により、施設の⽼朽化が進⾏し安全面・機能面等に課題

令和元年度当初予算額のうち808億円は
防災・減災、国⼟強靭化関係予算（臨時・特別の措置）

電気ケーブルの劣化

今後も継続的
予算措置を

基盤的
経費２



国⽴⼤学附属病院に対する財政的⽀援の確保・充実 基盤的
経費３

○主な活動指標 ○経常費用の推移

経常費⽤に占める⼈件費の⽐率は何とか抑制しているが、⾼額
な新規医薬品等の保険適⽤が相次ぐ中で、診療経費を抑えるこ
とは極めて難しい。

○借入金償還の負担を含めた利益の状況
○医療機器等の整備状況

財源が確保できないため、医療機器の更新が進んでいない。
平成30年度の経常利益は42病院計で246億円。⼀⽅で、病院施設・医
療機器等の整備のための多額の借入⾦の償還が必要なため、投資などに
充てられる実質的な利益は102億円まで圧縮される。

▶新入院患者の獲得等による増収に努めているが、診療経費の伸びを抑えることが難しく、増収減益の状況。既に耐⽤年数を⼤
幅に超過した医療機器を使⽤しており、医療の質の低下が危惧されるため、医療機器の導入・更新のための財政的⽀援が必要。

国⽴⼤学病院は、法⼈化以降継続して、平均入院期間を短縮し、入院診
療単価を伸ばすとともに、新入院患者数を増やして、附属病院収益を伸
ばしてきた。

6



○科研費は、全ての学術研究分野を⽀える競争的な基礎的資⾦として定着し、新たな産業の創出や
安全で豊かな国⺠⽣活に⼤きく貢献している
これを推進するためには、予算の拡充を⾏うとともに、研究費の効果的・効率的な使⽤に資する
基⾦化の推進が必要

○科研費の応募・採択件数、採択率の推移

（出典）日本学術振興会「科研費等の審査に係る総括」（平成23～29年度）及び「平成29年度科学研究費助成事業の配分について（概要）」をもとに国大協事務局作成 7

○科研費の充⾜率の推移
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70%

○科研費の１課題辺りの平均配分額(直接経費)
の推移（新規＋継続）
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科学研究費助成事業（科研費）予算の拡充 基盤的
経費４



8

地方創生の中核的機能や地方からのイノベーション創出のための⽀援 重点
課題１

地方創生の中核的機能を果たす⼤学に対して⼀層の⽀援を︕

（出典）内閣府地⽅創⽣推進事務局「平成 30 年度地域における⼤学振興・若者雇⽤創出事業に関する計画の認定申請等及び
平成 30 年度地⽅⼤学・地域産業創⽣交付⾦に係る実施計画の提出等について（H30.6.1事務連絡）」添付資料より抜粋



産学連携による共同研究推進

9

29,397 

53,630 14,578 

21,510 
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70,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

［研究費受入額］国⽴⼤学等 ［実施件数］国⽴⼤学等

国⽴⼤学における⺠間企業との共同研究・
受託研究実施件数及び研究費受入額の推移

国⽴⼤学における共同研究・受託研究の実施件数及び研究費受入額は、平成23年に⽐して、
それぞれ約47％増、約82％増と⼤幅に増加しており、今後、更なる拡⼤を図る。

⼤学における⺠間との共同研究・受託研究
研究費受入額（H29）

73.0％

4.5％

22.4％

（単位︓百万円）

国⽴⼤学
53,630公⽴⼤学

3,342

私⽴⼤学
16,452

（単位︓百万円、件）
H23から

実施件数は約47％増
受 入 額 は約82％増

重点
課題１



○⺠間企業との共同研究に係る個別実績上位30⼤学

⺠間企業との共同研究の状況

国立大学

（三大都市圏）
10

国立大学

（三大都市圏以外）
16

公立大学
1

私立大学
3

国立大学

（三大都市圏）
11

国立大学

（三大都市圏以外）

14

公立大学
1 私立大学

4

（注）ここでは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を「三大都市圏」とする。
（出典）文部科学省「平成28年度大学等における産学連携等実施状況について」より国立大学協会事務局作成

実施件数で上位の30大学に占める国公私立大学数
研究費受入額で上位の30大学に占める
国公私立大学数

（単位：大学数）

10

重点
課題１

国立大学

（三大都市圏）
9

国立大学

（三大都市圏以外）
17

公立大学
1 私立大学

3

同⼀都道府県内中小企業との
共同研究実施件数の上位30⼤学



・同⼀県内及び地方公共団体との共同・受託研究において、国⽴⼤学が上位を占める
(データ出典︓⽂部科学省「平成29年度 ⼤学等における産学連携等実施状況について」）

⺠間企業との共同研究等による地方創生への貢献(1)

11

重点
課題１



⺠間企業との共同研究等による地方創生への貢献(2)

12

・同⼀県内及び地方公共団体との共同・受託研究実施件数において、国⽴⼤学が上位を占める
(データ出典︓⽂部科学省「平成29年度 ⼤学等における産学連携等実施状況について」）

重点
課題１



・国⽴⼤学の⼤学院における社会⼈学生数は増加している
(データ出典︓⽂部科学省「学校基本調査」から国⼤協作成）

国⽴⼤学におけるリカレント教育

13

重点
課題１



14

・データやAIによる分析から新たなイノベーション創出や価値創造を⾏える⼈材が不⾜
(データ出典︓経済産業省「IT⼈材の最新動向と将来推計に関する調査結果」2016年6⽉）

新たに求められる高度⼈材育成 重点
課題１



留学生政策の推進
○ポスト留学生３０万⼈計画を⾒据えた留学生政策

15

（出典）中央教育審議会 ⼤学分科会制度・教育改⾰ワーキンググループ（第13回）（H30.4.27開催）資料より抜粋

重点
課題２

留学⽣施策を推進するには、海外における留学生の呼び込みから⽇本での就職までの⼀貫した⽀援
体制と拠点を整備することが極めて重要
国⽴⼤学においては、全⼤学が協働して、留学生のリクルート（海外拠点の共同設置等）、選抜
（共通問題の開発等）、教育プログラムの提供（複数⼤学での学修等）などを推進することを検討



留学生政策の推進
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・留学生数は、学部では私⽴⼤学が⼤半を占めており、⼤学院では国⽴⼤学が半数を占めている
(データ出典︓国⽴⼤学協会「2018年度 国⽴⼤学法⼈基礎資料集」2019年3⽉）

16

海外からの留学生数

重点
課題２



留学生政策の推進

・世界全体の留学生数は、2015年には460万⼈に達している
(データ出典︓中央教育審議会「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン(答申)」2018年11⽉）

17

重点
課題２



留学生政策の推進

・外国⼈留学生の就職者数は近年増加しているが、各年度に⼤学・⼤学院を卒業・終了した外国⼈
留学生のうち、⽇本国内で就職した者の占める割合は４割弱

(データ出典︓中央教育審議会「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン(答申)」2018年11⽉）

18

重点
課題２



平成28年度の国⽴⼤学への寄附額は1,313億円であり過去10年間で最高額︕

○国⽴⼤学の寄附⾦収入
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個⼈寄附は
約３倍の伸び︕

(億円)

○平成30年度の税制改正により、
評価性資産の寄附について非課税要件が緩和

H27 H28

とりわけ個⼈寄附については、平成２８年度から学⽣へ
の修学⽀援に対する寄附について所得税の軽減措置が拡
充されたことを追い⾵に、前年度⽐約３倍の伸びを⾒せ
ている︕

19

これまでも、各国⽴⼤学では、クラウドファンディング等
の新たな取り組みを積極的に⾏いながら寄附の獲得に努め
てきたが、本改正を受け、遺贈を含めた個⼈寄附のさらな
る獲得に向けて、更にファンドレイジングに注⼒していく

寄附収入の拡⼤

（出典）⽂部科学省提供資料（国⽴⼤学の財務諸表 等）より国⼤協事務局作成

この流れを⼀層促進するためには、個⼈寄附⾦に係る税額控除の対象を修学⽀援のみならず
教育研究活動全般への⽀援に拡⼤することが必要

税制改正
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世
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